
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件各上告を棄却する。

　　　　　　　　　理　　　　由

　被告人Ａの上告趣意について。

　論旨は、被告人の所為が実行の時に適法であつたということを前提としてこれに

刑罰を科した原判決は憲法三九条に違反すると主張する。しかし原判決は被告人の

所為は実行の時に違法であつたとしてこれを処罰しているのであるから、所論はそ

の前提を欠き採用することができない。

　その余の論旨は単なる法令違反、事実誤認または量刑不当の主張に帰し適法な上

告理由とならない。（論旨は、町長である被告人Ａの地位はいわゆる執行機関であ

つて、意思機関たる町議会の議決を執行したまでのことであるから詐欺の犯意はな

かつたということ、また本件授産場はその経営を被告人Ｂに委託したとはいえ終始

町営であつたことに変りはなかつたこと、従つて詐欺の事実はなかつたということ

を主張する。しかし第一審判決挙示の各証拠、なかんずく被告人Ｂの検察官に対す

る第一回及び第三回供述調書、被告人Ａの検察官に対する第一回供述調書並に第一

審における証人Ｃの証言等を調べてみると、原判決が説明しているように、本件詐

欺の事実を認定することができる。すなわちなるほど表面上形式的には右の授産場

は町営の下に設置経営せられているように見えるけれどもその実質はあくまで被告

人Ｂの個人経営の範囲を出でないものであることが認められる。また右授産場の設

置経営について町議会の議決を経たことは所論のとおりであるが、それは該授産場

の経営が公共事業である性質上個人には認可されず、表面町営であるということに

すれば認可になることから、町長の地位にある被告人Ａの操作によつてかかる処置

が採られたまでのことであつて、本件被害者に対する関係においては、被告人両名

が被告人Ｂの個人経営に帰する事情を秘し、恰も町で設置経営するように装つて作
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為した結果、そのことを知らない当該係官は町で設置経営するものとのみ信じて本

件補助金を下附したものであるという事実が認められる。従つて詐欺罪の構成要件

は充たされているのであつて、被告人はその刑責を免れることはできない。）

　被告人Ｂの弁護人松川孟一の上告趣意について。

　論旨は、原審の見解と相容れない証拠に対する解釈に基いて、原判決の事実誤認

を主張するものであつて、刑訴四〇五条に定める適法な上告理由にあたらない。（

原判決の事実認定に対する所論の非難があたらないことは、被告人Ａの上告趣意に

ついて説明したところによつて明らかである。）

　なお記録を調べてみても刑訴四一一条を適用すべき事由は認められない。

　よつて同四一四条、三九六条により裁判官全員一致の意見で主文のとおり判決す

る。

　検察官　吉河光貞出席

　　昭和三一年四月一七日

　　　　　最高裁判所第三小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　島　　　　　　　　　　　保

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　河　　　村　　　又　　　介

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　小　　　林　　　俊　　　三

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　本　　　村　　　善　太　郎
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